
（１）社会資本形成の過去及び現世代負担比率（計算式）
（京丹波町の比率） ÷ × 100 ＝（２）社会資本形成の将来負担比率（計算式）
（京丹波町の比率） ÷ × 100 ＝

平成平成平成平成２２２２２２２２年度公会計分析年度公会計分析年度公会計分析年度公会計分析（（（（普通会計普通会計普通会計普通会計））））

社会資本形成社会資本形成社会資本形成社会資本形成のののの将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　２５２５２５２５．．．．３３３３％　％　％　％　15,162,950 59,896,625 25.3
　※「地方債残高」は、固定負債の「地方債」、流動負債の「翌年度償還予定地方債」、社会資本形成の財源としての「長期未払金」及び「未払金」の合計です。

１１１１．．．．社会資本形成社会資本形成社会資本形成社会資本形成のののの世代間負担比率世代間負担比率世代間負担比率世代間負担比率　社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、これまでの世代によって既に負担された割合を見ることができます。　また、地方債に着目すれば将来返済しなければならない、今後の世代によって負担する割合を見ることができます。　平均的な値としては、過去及び現世代負担比率は５０％～９０％の間で、将来世代負担比率は１５％～４０％の間の比率となります。ただし、過疎化が進んでいる団体や合併特例債を発行している団体では、将来世代負担比率が高くなる傾向があります。
社会資本形成社会資本形成社会資本形成社会資本形成のののの過去及過去及過去及過去及びびびび現世代負担比率現世代負担比率現世代負担比率現世代負担比率（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計　　　　÷÷÷÷　　　　公共資産合計公共資産合計公共資産合計公共資産合計　　　　××××　　　　１００１００１００１００　　　　

社会資本形成社会資本形成社会資本形成社会資本形成のののの過去及過去及過去及過去及びびびび現世代負担比率現世代負担比率現世代負担比率現世代負担比率（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　８２８２８２８２．．．．６６６６％　％　％　％　

社会資本形成社会資本形成社会資本形成社会資本形成のののの将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　地方債残高地方債残高地方債残高地方債残高　　　　÷÷÷÷　　　　公共資産合計公共資産合計公共資産合計公共資産合計　　　　××××　　　　１００１００１００１００　　　　

49,488,116 59,896,625 82.6



（１）歳入額対資産比率（計算式）
（京丹波町の比率） ÷ ＝

（１）資産老朽化比率（計算式）
（京丹波町の比率）÷　（ － ＋ ）　× 100 ＝

２２２２．．．．歳入額対資産比率歳入額対資産比率歳入額対資産比率歳入額対資産比率　歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何年分の歳入が充当されたかを見ることができます。　なお、同比率の平均的な値は、３．０～７．０の間となります。
歳入額対資産比率歳入額対資産比率歳入額対資産比率歳入額対資産比率　＝　　＝　　＝　　＝　資産合計資産合計資産合計資産合計　　　　÷÷÷÷　　　　歳入総額歳入総額歳入総額歳入総額　　　　※「資産合計」は貸借対照表の数値を使いますが、「歳入総額」は資金収支計算書の各部の収入合計の総額に期首歳計現金残高を加算して算出します。

歳入額対資産比率歳入額対資産比率歳入額対資産比率歳入額対資産比率　＝　　＝　　＝　　＝　４４４４．．．．９９９９66,224,868 13,641,874 4.9
３３３３．．．．資産老朽化比率資産老朽化比率資産老朽化比率資産老朽化比率　有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算することにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握します。　なお、平均的な値は３５％～５０％の間の比率となります。
資産老朽化比率資産老朽化比率資産老朽化比率資産老朽化比率（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額　　　　÷÷÷÷　（　（　（　（有形固定資産合計有形固定資産合計有形固定資産合計有形固定資産合計－－－－土地土地土地土地＋＋＋＋減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額）　）　）　）　××××　　　　１００１００１００１００

59,636,500 14,531,408 41,434,726 47.9資産老朽化比率資産老朽化比率資産老朽化比率資産老朽化比率（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　４７４７４７４７．．．．９９９９41,434,726



（１）受益者負担比率（計算式）
（京丹波町の比率） ÷ × 100 ＝

（１）行政コスト対公共資産比率（計算式）
（京丹波町の比率） ÷ × 100 ＝8,789,696 59,896,625 14.7

　行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコストがかけられているか、またどれだけの資産でどれだけの行政サ－ビスを提供しているかを分析することができます。　なお、平均的な値は全体では１０％～３０％の間の比率となります。
行政行政行政行政コストコストコストコスト対公共資産比率対公共資産比率対公共資産比率対公共資産比率（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　経常行政経常行政経常行政経常行政コストコストコストコスト　　　　÷÷÷÷　　　　公共資産公共資産公共資産公共資産　　　　××××　　　　１００１００１００１００

行政行政行政行政コストコストコストコスト公共資産比率公共資産比率公共資産比率公共資産比率（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　１４１４１４１４．．．．７７７７

４４４４．．．．受益者負担比率受益者負担比率受益者負担比率受益者負担比率　行政コスト計算書における経常収益は、受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。　なお、平均的な値は２％～８％の間の比率となります。
受益者負担比率受益者負担比率受益者負担比率受益者負担比率（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　経常収益経常収益経常収益経常収益　　　　÷÷÷÷　　　　経常行政経常行政経常行政経常行政コストコストコストコスト　　　　××××　　　　１００１００１００１００

５５５５．．．．行政行政行政行政コストコストコストコスト対公共資産比率対公共資産比率対公共資産比率対公共資産比率

受益者負担比率受益者負担比率受益者負担比率受益者負担比率（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　（％）　＝　４４４４．．．．１１１１357,216 8,789,696 4.1


